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１ マニュアル作成の背景・目的 
 
 ■近年、東日本大震災や熊本地震、台風による土砂災害など、多くの自然災害が

発生し、各地に甚大な被害をもたらしている。 

  本県でも令和元年房総半島台風、東日本台風、１０月２５日の豪雨と大きな災

害が短期間のうちに連続して発生し、特に房総半島台風では広範囲にわたり、

長期間の停電や断水、通信遮断等が発生した。 

■社会福祉施設には高齢者、障害者、乳幼児の他、災害時に特別な配慮を必要と

する者（以下「要配慮者という。」）が入所しており、速やかな支援を行う必要

があったが、特に令和元年の房総半島台風の際には停電による通信遮断により、

全施設への安否確認や要望聴取に数日を要することとなった。 

また、物資や電源車等の要請方法が明確となっていなかった。 

■こうした教訓を踏まえ、災害発生時における社会福祉施設への支援を迅速に行

うため、被害状況や支援ニーズの把握及び支援物資の要請方法等に係るマニュ

アルを作成することとした。 

 

２ 本マニュアルの対象範囲 

 ■本マニュアルが対象とする社会福祉施設（以下「施設等」という）は社会福祉 

法（昭和２６年法律第４５号）第２条に規定する社会福祉事業を行うための施 

設のうち、入所型かつ県所管の施設とする。 

（児童養護施設、障害者支援施設、特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、 

救護施設等） 

 ■上記以外の施設・事業所（保育所、デイサービスセンター等）については、支 

援物資等の要請方法など、必要に応じて準用することを想定している。 

 

 ■本マニュアルでいう災害とは、災害対策基本法（昭和 36 年 11 月 15 日法律第

223 号）第２条第１項１号に規定する災害をいう。 
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３ 被害状況及び支援ニーズの把握 

 

（１）連絡・通信手段の確保 

  災害発生時は回線障害や通信制限により、広い地域で通信遮断が起こる可 

能性があるため、各施設所管課においては、通常使用される施設等の固定電  

話やメール以外の連絡手段をあらかじめ確保しておくことが必要である。 

 

 

 ①停電等により施設の固定電話及びメール等が不通になった場合に備え、施 

設長・施設職員の携帯電話・メールを確認するなどあらかじめ複数の連 

絡先を確保しておく 

 ②上記により連絡がとれない施設等については、施設所管課等が直接現地確 

  認を実施する。 

 

（２）被害状況・支援ニーズの把握 

  上記（１）の連絡・通信手段により、各施設等に対し人的被害・建物被 

害・停電・断水等の状況を確認し、併せて物資等の支援ニーズについて聞 

き取りする。 

  各施設等への聞き取りの際は、「被害状況等個別調査票」（Ｐ４～Ｐ７：様式

１）を適宜活用すること。 

 

  （参考）令和元年東日本台風（台風１９号）時の対応 

  安否確認ができない施設等については、現地へ直接出向いて状況把握を行う健

康福祉部職員として「現地情報連絡員」を事前に指定し、現地確認を行った。 

 ○指定要員：各保健所２名程度（主担当・副担当）※主担当は主査級以上 

 ○調査対象：連絡が取れない施設等（本庁関係課から依頼） 

 ○通信手段：衛星電話（各保健所１台、計１６台）各携帯キャリアから配布 

 

※令和元年の房総半島台風や東日本台風の際は、本マニュアルが未整備かつ被害 

が甚大であったため、施設等の支援にあたって臨時応急の対応を行った。 

支援の手順等については、その後整備した本マニュアルの内容とは必ずしも一 

致しない部分があるが、参考として記載した。 

  

 

 



3 

 

 

（参考）衛星電話について 

令和元年房総半島台風（台風１５号）時の対応 

  国（総務省）と通信事業者の協力のもと、停電中でも通話の支障のない衛星

電話等を、施設からの要請を待つことなく停電中の施設（８２施設）へ配布し

た。 

 キャリア：ソフトバンク、ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ 

配布方法：各キャリアのエリア担当者が施設を回って配布（マニュアルも配布） 

貸与期間：回収方法とともに別途お知らせした。 

留意点等：衛星電話は屋外か、室内の場合は南側の窓の近くでないと使用 

できないことを各キャリアの配布担当者から施設に説明。 

緊急の場合、ボタンを一つ押すと 

健康福祉指導課（０４３－２２３－２３１３）に繋がるように 

設定した。 

   

今後、施設において通信手段が途絶した場合は、総務省等と調整の上、衛星携 

帯電話の確保についても検討する。 
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様式１ 

被害状況等個別調査票 

                           令和 年 月 日現在 

 施設種別（ 児童 ・ 高齢 ・ 障害 ・ 救護 ） 

施設名                  

所在地                  

入所者数                 

連絡先（電話番号）            

担当者                  

１ 被害情報等（チェックを入れてください） 

①連絡確認の有無    □  有    □  無 

②人的被害の状況    □  有    □  無 

 死者・負傷者 ※台風に直接起因するもの 

□ 死亡者有り（  人）      □ 重傷者（入院・搬送）有り（  人）  

□ 軽傷者有り（  人）      □ 被害なし 

□ その他（要入院者だが搬送できない方がいる） 

③建物被害の状況    □  有    □  無 

□ サービス提供の継続に支障がある重大な被害あり 

（被害内容：                      ） 

□ サービス提供の継続に支障はないが重大な被害あり 

  （被害内容：                      ） 

□ 軽微な被害あり 

（被害内容：                      ） 

④入所者の他施設等への避難の有無 

□ 避難有り（避難場所                     ）  

□ 避難無し 

⑤断水の状況      □  有    □  無 

 有の場合、無援助でどの程度維持できるか（    日   時間） 

⑥停電の状況      □  有    □  無 

有の場合、無援助でどの程度維持できるか（    日   時間） 
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２ 物資等の状況（チェックを入れてください） 

①飲料水の状況 

□ 定期的に十分確保できている。 □ ２～３日分以上は確保している。 

□ ２～３日分は確保しているが、その後については確保に支障がある見通し。   

□ 今日の確保にも支障がある。 

②食料の状況 

□ 定期的に十分確保できている。 □ ２～３日分以上は確保している。 

□ ２～３日分は確保しているが、その後については確保に支障がある見通し。   

□ 今日の確保にも支障がある。 

③生活用水の状況 

□ 定期的に十分確保できている。 □ ２～３日分以上は確保している。 

□ ２～３日分は確保しているが、その後については確保に支障がある見通し。   

□ 今日の確保にも支障がある。 

④自家発電装置の燃料の状況 

□ 定期的に十分確保できている。 □ ２～３日分以上は確保している。 

□ ２～３日分は確保しているが、その後については確保に支障がある見通し。   

□ 今日の確保にも支障がある。 

□ 自家発電装置を有していない。 

３ 避難状況 

①災害発生時の入所者数（利用者数）       人 

     うち避難者数             人 

②避難先（チェックを入れてください） 

□ 他施設 （    人）     □ 病院 （      人） 

□ 避難所 （    人）     □ 自宅 （      人） 

□ その他 （場所：        ）（    人） 

③避難者に関する留意事項 
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４ 物的支援の必要な場合 

（１）飲料水（ペットボトル）及び食料（通常分） 

   各市町村の災害対策本部へ、直接、要請してください。 

（２）生活用水 

 

（３）燃料（ガソリン、軽油等） 

   別紙様式に記載 

 

（４）電源車 

施設定員  

支援要請必要の有無 □ 有   □  無 

 

（５）その他の物資について 

具体的に支援してほしいもの・必要量等を記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ｔ車が入れるかどうか 

（道路幅４ｍ以上あるか） 

 

不足量（リットル）  

不足する時期（見込み）  

停電しているかどうか  

タンク貯水量（リットル） 

（わかれば記載願います） 

 

タンクの位置（階）  

1 日の必要量（リットル） 

（わかれば記載願います） 

 

連絡先（電話番号）  

担当者名  
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５ 人的支援の必要な場合 

必要な職種・人数等を記載 

 

 

 

 

 

 

６ その他 

困っていること等を記載 
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４ 支援物資等の要請方法 

 

 災害発生により、物資の支援が必要となった場合、施設等は①から⑤によ

り、要請すること。 

県施設所管課においては、施設等から要請があった場合には県災害対策本部

へ報告するとともに、健康福祉指導課法人指導班に情報提供を行う。 

 

 ①生活用水（給水車）  

  ア 断水時の生活用水の支援は原則として、当該施設等が所在する地域を所管す  

る水道事業体（○○市水道課、 ■■水道企業団等）によって実施されるため、

施 

設等がその所在する地域を所管する水道事業体に支援を要請する。 

  千葉県水道事業体一覧 

千葉県 水道事業体一覧 検 索 

  https://www.pref.chiba.lg.jp/suidou/souki/jigyoutaiu.html 

千葉県営水道 給水区域 検 索 

  https://www.pref.chiba.lg.jp/suidou/souki/suidoukyoku/kyuusuikuiki.html  

 

イ ただし、公共水道を使用せず、井戸水を使用している施設等は、水道事業体の  

 判断で支援ができない場合もあるため、市町村災害対策本部を通じて支援を要請  

する。 

   水道事業体と連絡が取れない場合も、施設等は直接市町村災害対策本部（連 

絡先一覧はＰ１０）に連絡し、支援を要請する。 

 

ウ 施設等の所在地域を所管する水道事業体のみの支援では賄いきれない場合、 

県総合企画部水政課が他水道事業体へ給水支援の要請を行い、県災害対策本 

部に報告する。 

 

  エ 施設等は上記ア～イの支援要請を行った場合、県施設所管課へ報告を行い、 

県施設所管課は生活用水要請一覧（Ｐ９：様式２）により県災害対策本部へ報告 

し、健康福祉指導課法人指導班に情報提供を行うこと。 

報告先：県災害対策本部応急対策班  bousai6@mz.pref.chiba.lg.jp 

                            FAX 043-222-1127 

           健康福祉指導課法人指導班  hyoka@mz.pref.chiba.lg.jp 

                               FAX 043-222-6294 
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報告 
報告 

要請 
応援要請 要請 

要請 

※施設所在地域の水道事業体で賄いきれない場合 

状況連絡 

対応確認 

要請 

  

 オ  原則として、水道事業体や自衛隊は飲料用として使用することが可能な水を給 

水支援するが、浄水施設からの給水ができない事態が発生した場合で、工業用水  

などを利活用した場合は飲料用としての使用ができない。 

 また、給水車の不足に伴い、トラックの荷台に水槽等を設置し給水支援を行った 

場合は、水槽の仕様にもよるが飲料用として使用できない場合がある。 

 

 

 

 

              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式２ 生活用水要請一覧 

 

 

生活用水要請一覧

№

５ｔ車が

入れるか 施設種別 施設名 所在地 不足量（ℓ）

不足する

時期

停電して

いるか

タンク貯水

量（ℓ）

タンクの位置

（階）

１日の必要

量（ℓ）

連絡先

（電話） 担当者名

施設等 
（地域を所管する） 

水道事業体 

県施設所管課 

報告 
県災害対策本部 

水政課 他水道事業体 

(水道事業体に連絡が取れない場合)

市町村災害対策本部 
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（千葉県地域防災計画資料編（令和５年度）から抜粋） 

名称等は現在と異なっている可能性があります。 
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②燃料 

  ア 県施設所管課は、所管する施設に対しあらかじめ必要な事項（燃料の種類・タ 

ンクの位置・ローリーが入れるか等）を記載した「燃料調整シート」（Ｐ１２～Ｐ１４： 

様式３）について調査を行い、防災対策課に提出する。 

（調査の趣旨や概要は、令和元年１２月１６日付け危第８９４号及び令和２年６ 

月２９日危第２９７号危機管理課通知（Ｐ２５）を参照。提出していない施設等に 

ついては、災害に備え、県施設所管課が「燃料調整シート」の作成を施設等に依 

頼する。） 

 

イ 発災時に施設から支援要請があった場合、施設所管課は「部局名」・「施設種 

別」・「番号」・「施設名」を記載した「燃料要請一覧」（Ｐ１５：様式４）を県災害対 

策本部に提出する。 

 

ウ  発災時に、「燃料調整シート」を未提出の施設等において支援の必要が生じた場 

合、県施設所管課が要請施設と連絡調整の上、 

「燃料調整シート」を作成し、県災害対策本部へ要請する。 

 

要請先：県災害対策本部物資支援班  saitaihonbu01@mz.pref.chiba.lg.jp 

FAX 043-222-1127 

 

 

 

エ 上記イ及びウの支援要請を行った場合、県施設所管課は、健康福祉指導課 

法人指導班に別紙様式４（Ｐ１５）により、CC で情報提供を行う。 

健康福祉指導課法人指導班  hyoka@mz.pref.chiba.lg.jp 

FAX 043-222-6294 

（参考）市町村所管施設 

令和元年１２月１６日付け危第８９４号及び令和２年６月２９日危第２９７号で危機管理

課依頼により「電源車要請リスト」及び燃料調整シートを提出済の施設等については、「市町

村名」・「施設種別」・「施設名」・「市町村が提出したリストの番号」で対応可能なため、市町

村から県災害対策本部へ直接要請する。 

提出していない施設等は、市町村が要請施設を取りまとめ、「燃料調整シート」を作成し、

県災害対策本部へ直接要請する。 

要請先 : 県災害対策本部物資支援班   saitaihonbu01@mz.pref.chiba.lg.jp 

                           FAX 043-222-1127  

施設等 県施設所管課 県災害対策本部 

要請 要請 
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様式３ 

燃料調整シート 

＜１．要請担当者＞ 

都道府県／ 
関係省庁 

組織名称  
担当者名  電話番号  

＜２．納入先情報等＞ 

納入先施設 
施設名称 

 施設番号 
（注１） 

 

住所 
〒  － 
 

燃料 
担当者名 

 電話番号  
携帯番号  

平時納入業者名 
(系列 にチェッ
クを入れる） 

 
電話番号 

 
☐出光 ☐太陽 ☐コスモ ☐キグナス 
☐シェル ☐JXTG ☐PB・その他 

燃料供給費用
支 払 予 定 者
(注２) 

組織名称  

住所 
〒  － 
 

担当者名  
電話番号  
FAX 番号  

（注１）石油連盟との間で、重要施設に関する情報共有覚書を締結している場合は８桁
（XXX-XXXXX）の施設番号を記載。 

（注２）要請を経て供給される燃料は有償の取扱いとなるため、要請担当者と施設管理者との
間で費用負担者について合意の上、記載。 

 

＜３．要請内容＞ 

品目 
☐ガソリン  ☐ジェット  ☐灯油   ☐軽油  ☐Ａ重油（☐LSA/
☐HSA）（注３） 
☐その他（        ） 

数量 
            
KL 

※２KL 以上の要請は、「２KL 単位」で要請
すること 

荷姿 
☐ローリー（含ミニ）  ☐ドラム缶  ☐携行缶・ポリタンク  ☐コンテ
ナ  
☐その他（        ） 

配送希望日 年     月     日 
（以下水色枠は上記で「ローリー（含ミニ）」を選択した場合に記載。） 
ローリーサイズ上限 ☐14KL 以上（      KL）・ ☐14KL 未満 

※納入先施設の所定位置まで進入可能なタンクローリー上
限サイズ(別紙) 

タンク形態 ☐地下  ☐地上（ポンプ有）  ☒地上（ポンプ無） ☐その他
（        ） 

タンク番号  タンク容
量 

KL タ ン ク 空 き
容量 

KL 

必要ホース長            ｍ 
※６ ｍ 以 上 の場 合 は延 長 接 続 ホースの有 無 とその長 さ（☐有
（    ｍ）、 ☐無） 

給 油 口
規格 

口径 ☐1.5 インチ ☐２インチ ☐2.5 インチ ☐３インチ ☐3.5 インチ 
☐４インチ 
☐その他（     ） 

「都道府県」又は「関係省庁」の燃料供給要請担当者は、 

重要施設管理者に確認し、１．２．３．について記載する。 
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名称 ☐JIS（PT・PF）  ☐出光  ☐極東  ☐金剛  ☐シェル ☐消防 
☐タツノ ☐東急 
☐名古屋 ☐Ｍネジ ☐旧モービル  ☐旧ゼネラル ☐旧エッソ ☐
NM-L ☐SI  
☐T-80 ☐T-80L ☐T-100 ☐ＮＭ   ☐SI-301L ☐その他
（         ） 

形式 ☐外ネジ ☐内ネジ ☐ワンタッチ ☐その他（       ） 
備考※施設タンク
の在庫逼迫度等 

 

 
（注３）「□A 重油」は、低硫黄 A 重油の場合は「□LSA」、高硫黄 A 重油の場合は「□HSA」

にもチェックを入れる。 

 ※荷姿のドラム缶、携行缶、ポリタンク、コンテナ等は各施設で用意する。 

    

＜４．要請処理状況＞ 

※本項は政府災害対策本部、資源エネルギー庁、石油業界において記載 

日時 内容 所属 担当者 

 要請受領 
（都道府県／省庁→）政府災害対策
本部 

 

 要請受領 
（政府災害対策本部→）資源エネルギ
ー庁 

 

 要請受領 
（資源エネルギー庁→）石油連盟／全
石連 

 

 
要 請 受 領 ・ 仕 分
開始① 

石 油 連 盟 （ 対 元 売 ） ／ 全 石 連
（対県石、石商、役員等） 

 

 
要 請 受 領 ・ 仕 分
開始② 

県石（対販売業者）  

 要請仕分報告 
石油連盟／全石連（→資源エネルギー
庁） 

 

 運送事業者報告 
石油連盟／全石連（→資源エネルギー
庁） 

 

 

＜５．配送手配状況＞※本項は石油業界において記載 

燃料提供者（元売） 事業者名  支店／部署名  
燃 料 提 供 者
（特約店・販売店） 

事業者名  支店／部署名  

輸送事業者 事業者名  

配送車両・予定 
車番  ドライバー名  
配送予定日                 

【別紙】 
・ローリーサイズ上限について 

荷卸しのために施設内の燃料タンク前の所定位置まで進入できるタンク
ローリーサイズの上限を記入してください。 

石油元売会社が使用するタンクローリーのサイズは、小さいもので 14KL
積から最大で 28KL 積までサイズが分かれています。詳細は下表を参照し
てください。 
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表 石油元売会社が使用するタンクローリーのおおよそのサイズ 
（積載量別） 

積載量 所要占有幅 全長 全高 全幅 

14 kℓ 約６m 約９m 約３m 約 2.5m 

16 kℓ 約６m 約 9.5m 約３m 約 2.5m 

20kℓ 約 7.5m 約１２m 約３m 約 2.5m 

新型 24kℓ 約 7.5m 約 12.5m 約３m 約 2.5m 

24kℓ 約８m 約１４m 約３m 約 2.5m 

26kℓ 約９m 約１５m 約３m 約 2.5m 

28kℓ 約９m 約１６m 約３m 約 2.5m 

 
 
※ 車両メーカーにより若干規格は異なります。 
※ 所要占有幅とは、タンクローリーが 90 度旋回する際に、必要となる

幅です。例えば 26KL 積ローリーの場合、車体の全幅は 2.5m で
も、旋回する際は直径 9m の道路幅が必要となります。 

「新型 24 KL」とは従来の 24 KL 積ローリーより小型化した新しい規格のタン

クローリーです。従って、24 KL 積ローリーは 2 種類存在しますが、燃料調整シ

ートには数字のみを入力し、車長の短い「新型」に限定される場合はその旨備

考欄に記入してください。 
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様式４ 燃料要請一覧 

 

 
 

③飲料水（ペットボトル）・食料・日用品・衛生用品等 

原則として、施設等から直接市町村災害対策本部へ要請する。 

   市町村が備蓄する物資で対応できない場合、市町村災害対策本部から県の災害 

対策本部へ要請する。 

    

  ④発電機の貸し出し 

原則として、施設等から直接市町村災害対策本部へ要請する。 

   県の災害対策本部へは市町村災害対策本部から要請する。 

 

 

  

 

 

燃料要請一覧

部局名 施設種別 番号 施設名
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⑤電源車 

   ア 県施設所管課は、所管する施設に対しあらかじめ必要な事項（供給特定番号、 

電源車のスペース等）を記載した「重要施設リスト」（Ｐ１７：様式５）について調 

査を行い、県災害対策本部に提出する。 

（令和元年１２月１６日付け危第８９４号及び令和２年６月２９日危第２９７号危  

機管理課通知（Ｐ２６）を参照。提出していない施設等については、災害に備え、 

県施設所管課が「重要施設リスト」の作成を施設に依頼する。） 

 

イ 発災時に施設から支援要請があった場合、県施設所管課は「部局名」・「施設 

 種別」・「番号」・「施設名」を記載した「電源車要請一覧」（Ｐ１８：様式６）を県災 

害対策本部に提出する。 

 

ウ  発災時に、「重要施設リスト」を未提出の施設等において支援の必要が生じた場 

合、県施設所管課が要請施設と連絡調整の上、「重要施設リスト」を作成し、県災害 

対策本部へ要請する。 

 

千葉県災害対策本部応急対策班  saitaihonbu05@mz.pref.chiba.lg.jp 
FAX 043-222-1127 

 

 

 

エ 上記イ及びウの支援要請を行った場合、県施設所管課は、健康福祉指導課 

法人指導班に別紙様式６（Ｐ１８）により、CC で情報提供を行う。 

  

  健康福祉指導課法人指導班  hyoka@mz.pref.chiba.lg.jp 
FAX 043-222-6294 

 

（参考）市町村所管施設 

   令和元年１２月１６日付け危第８９４号及び令和２年６月２９日危第２９７号で危機管理

課依頼により「重要施設リスト」を提出済の施設等については、「市町村名」・「施設種別」・

「施設名」・「市町村が提出したリストの番号」で対応可能なため、市町村から県災害対策本

部へ直接要請する。 

提出していない施設等は、市町村が要請施設を取りまとめ、「重要施設リスト」を作成し、

県災害対策本部へ直接要請する。 

要請先 : 県災害対策本部  saitaihonbu05@mz.pref.chiba.lg.jp 

                    FAX 043-222-1127 

施設等 県施設所管課 県災害対策本部 
要請 要請 
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様式５ 重要施設リスト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○災害時の医療施設等重要施設に係る設備等調査（石油類燃料・電源車関係）
→重要施設リスト

［入力範囲（項目セル色）■：重要施設，■千葉県：（東電ＰＧ）］

所在地 非常用発電設備

未入力チェックエラー表示

および更新依頼時の確認事項
優先順位 更新区分 管理箇所 施設種別 施設名称 市町村名 字・番地

非常用発電設備 自衛補助電源機材

有・無 持続時間(h) 燃料の種類 数量(ℓ) 有・無 設備情報 施設担当者 施設連絡先 供給地点番号 別契約フラグ

←重要施設リスト

供給地点番号重複

電気主任技術者 電気主任技術者連絡先 自由記載欄1 自由記載欄2 別施設管理フラグ データ通し№ 重複チェック
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様式６ 電源車要請一覧 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電源車要請一覧

部局名 施設種別 番号 施設名
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[留意事項] 

・電源車については、台数に限りがあるため、要請すれば必ず派遣されるものではなく、 

派遣の優先度については下記のとおりである。 

 

  ＜電源車優先度＞ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・電源車の接続にあたっては、電気主任技術者の配置が必須である。 

・社会福祉施設等の人命に関わる管理者は発災後７２時間の事業継続が可能とな 

 る非常用電源設備を確保するよう努めることとされており（令和２年５月  防災基本 

計画：内閣府）、厚生労働省では社会福祉施設に対する「非常用自家発電設備」  

や「給水設備」の整備促進に向けた補助事業を実施している。 

 

 

 

 

 

 

 社会福祉施設等 

特Ａ ○人工呼吸器使用者等がおり、非常用電源の稼働時間が

残り少ない等、電源の喪失が生命にかかわる場合 

 

 

Ａ 

 下記のいずれかに該当する場合 

○非常用電源を有しない場合又は故障等により使用できな

い 

○非常用電源の稼働時間が１日未満 

○市町村が開設決定している指定福祉避難所（指定のみは

除く） 

○体調の悪い入所者がいる場合 

○入所者が多い施設（概ね１００人以上） 

 

Ｂ 

 

 

○非常用電源の稼働時間が１日～３日未満 

 

Ｃ 

 

 

Ａ、Ｂ以外の社会福祉施設等 
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５ 被害状況の集計・公表等 

 （１）国への報告 

  被災状況の把握は、令和３年４月１５日付け通知（令和５年１０月２０ 

日第１次改正）「災害発生時おける社会福祉施設等の被災状況の把握等につ 

いて」（以下「被災状況把握通知」という。）の「災害時情報共有システム」 

にて行うこと。 

 救護施設等のその他施設、災害発生時点で災害時情報共有システムに施設 

情報が登録されていないシステム対象施設(以下「システムに登録されてい 

ない施設」)については、「被災状況把握通知」の別紙様式にて行うこと。

（Ｐ４２） 

また、別紙様式は原則１日１回、厚生労働省福祉基盤課へ情報提供を行 

うこととされているため、災害発生後、施設所管課においては、施設等か 

らの回答を取りまとめ、原則、毎日午後５時までに、健康福祉指導課法人 

指導班あて報告すること。（時点は任意） 

重大な被害が生じた場合の情報提供については、健康福祉指導課を経るこ 

となく、直接厚生労働省施設所管部局あて報告すること。 

その際、健康福祉指導課法人指導班へはＣＣ等で情報提供すること。 

 

(災害時情報共有システムによる報告) 

 

 

 

 

(システムに登録されていない施設) 

 

 

 

報告先：健康福祉指導課法人指導班  hyoka@mz.pref.chiba.lg.jp 

FAX 043-222-6294 

 

 

 

 

 

 

施設等 県施設所管課 健康福祉指導課 

報告 報告 報告 

厚労省 

施設等 千葉県 

報告 

こども家庭庁・厚労

省 
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報告 

（２）災害対策本部及び健康福祉部内への報告 

  ①(1)の報告のほか、被害状況について災害対策本部及び部内への報告や 

報道機関への公表を迅速に行うため、各施設所管課は、健康福祉指導課あ 

て「被害状況報告様式（県各課用）」に基づき被害件数等の報告を行う。 

 報告様式は別紙様式７（Ｐ２２）を標準とするが、災害の内容に応じて 

変更する場合もある。   

なお、報告時点や報告期限については健康福祉指導課が設定する。 

 

 ②施設所管課は政令市・中核市に被害状況を確認の上、「被害状況報告様 

 式（政令市・中核市用）」（Ｐ２３：様式８）により健康福祉指導課へ報告 

を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県施設所管課報告先 

健康福祉指導課法人指導班    hyoka@mz.pref.chiba.lg.jp 

                   FAX 043-222-6294 

  健康福祉指導課報告先 

 県災害対策本部              bousai6@mz.pref.chiba.lg.jp 

FAX 043-222-1127 

   

   健康福祉政策課健康危機対策室   kenkoukiki@mz.pref.chiba.lg.jp 

                                   FAX 043-222-9023 

 

 

 

 

 

県施設所管課 健康福祉指導課 

報告 報告 

県災害対策本部 

県健康福祉政策課 
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様式７                     被害状況報告様式（県各課用）  

【○○課 ○月○日時点】      

 １ 停電・断水の状況  

       

 施設数 うち確認済 停電 ※断水 確認中  

       （  ）    

 ・各項目について、市町村別の数を把握しておくこと  
 

※カッコ書きは断水のみの施設で内数     

       

 ２ 電源車・給水車の手配状況（停電・断水の施設）  
       

 電源車 給水車   

 
上記「停電」のうち配車済の施

設数 
上記「断水」のうち配車済の施設数   

       

       

 ３ 人的被害の状況  

     （人）  

 

死者 行方不明者 
負傷者  

 重傷者※ 軽傷者※ その他  

            

 ※台風に直接起因する被害で病院へ搬送された人数を記載（上記３とは重複しない）  

  重傷者：初期の医師の診断が全治１カ月以上、軽傷者：初期の医師の診断が全治１カ月未満   

       

 ４ 建物被害の状況     

    （施設数）   

 建物被害有り   

 サービス提供の継続に支障有り サービス提供の継続に支障無し   

   うち床上浸水有り   うち床上浸水有り   

           

 以下適宜確認事項を追加。     

       

○月○日（ ） ○時までに健康福祉指導課へ提出 
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  様式８                被害状況報告様式（政令市・中核市用）  

【○○市○○福祉施設  ○月○日時

点】 
   

 １ 停電・断水の状況  
       

 
施設

数 
うち確認済 

停

電 
※断水 確認中  

       （  ）    

    

※ カッコ書きは断水のみの施設で

内数 
   

       

       

 ２ 人的被害の状況  

    （人）   

 死者 行方不明者 

重

傷

者 

軽傷者    

            

 ※病院へ搬送された人数を記載  

 
 重傷者：初期の医師の診断が全治１カ月以上 

軽傷者：初期の医師の診断が全治１カ月未満 

 

       

 ３ 建物被害の状況     

      （施設数） 

 
重大な被害有り かつ  

サービス提供の継続に支障有り 

重大な被害有り ただし  

サービス提供の継続に支障無し 軽微な被害 被害なし 

   うち床上浸水有り   うち床上浸水有り 
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６ 参考資料 

①県が所管する施設等の担当課一覧 

 

対象施設種別 担当 

１ 児童関係施設  

（１） 助産施設 

児童家庭課 

(043-223-2322) 

(043-223-2320) 

（２） 乳児院 

（３） 母子生活支援施設 

（４） 児童養護施設 

（５） 児童心理治療施設 

（６） 児童自立支援施設 

（７） 児童自立生活援助事業所 

（８） 
小規模住居型児童養育事業所 

（ファミリーホーム） 

（９） 女性自立支援施設 

（１０） 女性相談支援センター一時保護施設 

（１１） 児童相談所一時保護施設 

２ 障害児者関係施設  

（１） 障害者支援施設 

障害福祉事業課 

(043-223-2646) 

（２） 福祉型障害児入所施設 

（３） 医療型障害児入所施設 

（４） 療養介護 
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３ 高齢者関係施設  

（１） 養護老人ホーム 

高齢者福祉課

(043-223-2350) 
（２） 特別養護老人ホーム 

（３） 軽費老人ホーム 

（４） 介護老人保健施設 
高齢者福祉課

(043-223-2386) 
（５） 介護医療院 

（６） 老人短期入所施設 

４ その他施設  

（１） 救護施設 
健康福祉指導課 

(043-223-2312) 
（２） 更生施設 

（３） 宿所提供施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



26 

 

②燃料及び電源車の支援要請に係る通知（Ｐ１１及びＰ１６関連） 

 

危  第  ８ ９ ４  号 

                         令和元年１２月１６日   

                                                                          

 各部局（庁）主管課長 様 

                                                                          

                      防災危機管理部危機管理課長 

 

 

災害による停電時の重要施設（医療施設等）に係る設備等調査に 

ついて（依頼） 

 

令和元年に発生した台風１５号及び１９号、１０月２５日の大雨により、 県内で広範

囲かつ長期間にわたり停電や断水等が発生しました。これを踏まえ、災害時における被

害を最小限に抑え、電源車や石油類燃料等の円滑な調達を図るため、医療施設等重

要施設の設備等を把握するための調査を実施しますので、別紙により調査票の作成・

提出をお願いします。 

提出後、変更等が発生した場合には、随時、報告をお願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当 防災危機管理部 危機管理課 

災害対策室  

TEL ０４３－２２３－２１７５ 

FAX ０４３－２２２－１１２７ 

E-mail bousai6@mz.pref.chiba.lg.jp 
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（別紙） 

１ 調査の目的 

  災害による停電時の重要施設の優先順位のほか、非常用電源の有無や油種、タン

クの位置、進入経路等の給油に係る詳細な情報を事前に把握しておくことにより、災

害時における円滑な燃料の受入れ体制の構築を図ることを目的とします。 

 

２ 調査対象施設 

  災害時の応急活動に不可欠であり、停電時に他施設より優先して電源車や燃料補

給が必要と想定される施設。 

  燃料タンクが複数ある場合は、油種ごとに合算します。 

 

３ 提出書類及び記入要領 

（１）「災害時の医療施設等重要施設に係る設備等調査（石油類燃料・電源車関係）」 

  ※リストの作成にあたっては、別添「グループ分けの基準」を参考に、優先順位を付し

てください。 

 

（２）「燃料調整シート（施設ごと）」 

※ファイル名は、「一覧表の番号」＋「施設名称」としてください。 

  ①調査票記入にあたっては、別紙を参考に作成願います。 

  ②調査票の作成には、専門知識が必要となるので、給油事業者等に確認し、記入

漏れがないようお願いします。 

  ③調査票については、１つのファイルに１施設のみ記載してください。 

  ④「施設番号」は空欄でお願いします。  

  ※災害時に、応急・復旧活動または、傷病者等の生命を維持するため、石油類燃

料を必要とする施設であれば、民間施設も含まれます。 

 

４ 提出期限及び提出先 

（１）「災害時の医療施設等重要施設に係る設備等調査（石油類燃料・電源車関 

係）」 

   令和２年１月１５日（水）までに調査票を電子メールにて提出願います。 

 

（２）「燃料調整シート（施設ごと）」 

 令和２年１月３１日（金）までに調査票を電子メールにて提出願います。 

※ファイル名は、「一覧表の番号」＋「施設名称」としてください。 

  ※データ容量の問題で電子メールによる送付が不可能な場合は、分割して送付して
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いただくか、CD-R 等の電子媒体での提出でも構いません。 

提出先：防災危機管理部 危機管理課 災害対策室   

     メールアドレス： bousai6@mz.pref.chiba.lg.jp 

 

 

５ 留意事項 

（１） 調査票は燃料給油に係る関係者等に提供します。 

（２） 調査票の項目のうち、ローリーサイズ上限は進入できるタンクローリーのサイズのこ

とですので、設置されているタンクのサイズと間違えないよう注意してください。 

（３） 本調査は、石油類燃料を供給することとなった場合に、円滑に給油することを目

的としており。燃料の供給を約束するものではありません。 

（４） 調査票の作成には、専門知識が必要となるので、給油事業者等に確認のうえ、

漏れがないようご記入願います。 

（５） 調査票に記入漏れがある場合や条件を満たさない施設、給油事業者等におい

て対応できないと判断した施設については、給油候補施設の対象から除かれる

場合があります。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

mailto:bousai6@mz.pref.chiba.lg.jp
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危  第  ２ ９ ７ 号                        

令 和 ２ 年 ６ 月 ２ ９ 日   

 

                                                                          

 各部局（庁）主管課長 様 

                                                                          

                                防災危機管理部危機管理課長 

 

 

災害による停電時の重要施設（医療施設等）に係る設備等の 

追加調査について（依頼） 

 

このことについて、災害時における電源車や石油類燃料等の円滑な調達を図り、医

療施設等重要施設の設備等を把握するための調査を令和元年１２月に実施したところ

ですが、電源車の配備にあたり、東京電力パワーグリッド（株）から追加項目の調査依頼

がありました。 

つきましては、下記により追加項目について調査のうえ、御回答いただきますようお願

いいたします。 

なお、前回の調査時に未提出の場合は、追加項目を含めた全ての項目について記

載し、提出済みの施設に追加・修正がある場合も併せて 

御回答をお願いします。 

                記 

 

 １ 提出書類  「災害時の重要施設設備等の追加調査」 

 

 ２ 回答期限  令和２年７月２７日（月） 

 

 ３ 提 出 先  bousai6@mz.pref.chiba.lg.jp 

 

 ４ そ の 他  別紙注意事項を参照願います。 

 

 

 

 

 

mailto:bousai6@mz.pref.chiba.lg.jp
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（別紙） 留意事項  

 

 

 

１ 調査の目的（前回と同様） 

  災害による停電時の重要施設の優先順位のほか、非常用電源の有無や油種、タン

クの位置、進入経路等の給油に係る詳細な情報を事前に把握しておくことにより、災

害時における円滑な燃料の受入れ体制の構築を図ることを目的とする。 

 

２ 調査対象施設（前回と同様） 

  災害時の応急活動に不可欠であり、停電時に他施設より優先して電源車や燃料補

給が必要と想定される施設。 

  燃料タンクが複数ある場合は、油種ごとに合算します。 

 

３ 提出書類及び記入要領 

（１）令和元年１２月の調査時に提出済の場合 

  ア 「災害時の重要施設設備等の追加調査」 

   ・１２月に提出の内容を貼り付けていただき、追加項目について記載を 

    お願いします（提出済みのデータの所在が不明な場合はお問い合わせ 

ください） 

（２）令和元年１２月の調査時に未提出の場合 

  ア 「災害時の重要施設設備等の追加調査」 

   ・前回の項目含め、全ての項目を記載してください。 

・リストの作成にあたっては、別添「グループ分けの基準」を参考に、    

優先順位を付してください。 

イ「燃料調整シート（施設ごと）」 

・ファイル名は、「一覧表の番号」＋「施設名称」としてください。 

   ①調査票記入にあたっては、別紙を参考に作成願います。 

   ②調査票の作成には、専門知識が必要となるので、給油事業者等に確認し、記入

漏れがないようお願いします。 

   ③調査票については、１つのファイルに１施設のみ記載してください。 

   ④「施設番号」は空欄でお願いします。 

 

  ※災害時に、応急・復旧活動または、傷病者等の生命を維持するため、 石油類燃

料を必要とする施設であれば、民間施設も含まれます。 

※本調査は令和元年１２月に実施した調査の追加項目及び 

前回調査からの追加、修正の調査となります 
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４ その他 

 

（１） 提出された調査票は電源車及び燃料給油に係る関係者等に提供します。 

（２） 調査票の項目のうち、ローリーサイズ上限は進入できるタンクローリーのサイズのこ

とですので、設置されているタンクのサイズと間違えないよう注意してください。 

（３） 本調査は、電源車や石油類燃料を供給することとなった場合に、円滑に接続や

給油することを目的としており。電源車や燃料の供給を約束するものではありませ

ん。 

（４） 調査票に記入漏れのある場合や内容に誤りがありますと、給油事業者等におい

て対応に時間がかかる場合や供給が困難であると判断される恐れがありますの

で、記載事項に漏れのないようにお願いします。 
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③被災状況の国への報告に係る通知（２０ページ関連） 

（改正後全文） 

子 発 ０ ４ １ ５ 第 ４ 号 

社 援 発 ０ ４ １ ５ 第 ５ 号 

障 発 ０ ４ １ ５ 第 １ 号 

老 発 ０ ４ １ ５ 第 ５ 号 

令 和 ３ 年 ４ 月 １ ５ 日 

一部改正   こ 成 事 第 ５ ２ ９ 号 

社 援 発 １ ０ ２ ０ 第 １ 号 

障 発 １ ０ ２ ０ 第 １ 号 

老 発 １ ０ ２ ０ 第 １ 号 

令 和 ５ 年 １ ０ 月 ２ ０ 日 

一部改正     こ 成 事 第 7 1 9 号 

社 援 発 1 1 0 6 第 ４ 号 

障 発 1 1 0 6 第 １ 号 

老 発 1 1 0 6 第 １ 号 

令 和 ６ 年 1 1 月 ６ 日 

 

都道府県知事 

各 指定都市市長 殿 

中 核 市 市 長 

 

こ ど も 家 庭 庁 成 育 局 長 

（ 公 印 省 略 ） 

厚 生 労 働 省 社 会 ・ 援 護 局 長 

（ 公 印 省 略 ） 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長 

（ 公 印 省 略 ） 

厚 生 労 働 省 老 健 局 長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

災害発生時における社会福祉施設等の被災状況の把握等について 
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 災害発生時における社会福祉施設等の被災状況については、「災害発生時における社会福  

祉施設等の被災状況の把握等について」（平成 29 年２月 20 日付け雇児発 0220 第２号、社援 

発 0220 第１号、障発 0220 第１号、老発 0220 第１号。以下「旧通知」という。）により、 

各都道府県においてこれらの情報を収集し、必要な措置を講じていただくとともに、厚生労働  

省あて適宜情報提供をお願いしてきたところである。  

社会福祉施設等は、要介護高齢者や障害者など、日常生活上の支援を必要とする者が利用  

する施設であることから、災害発生時には、ライフラインの確保、必要な物資の供給、被災  

施設の早期復旧など、施設利用者のニーズに応じて必要な措置を速やかに講じていくことが 

必要である。このような観点に立てば、社会福祉施設等の被災状況や支援ニーズ等（以下「被  

災状況等」という。）を迅速かつ正確に把握するとともに、被災自治体を始め、こども家庭  

庁や厚生労働省などの関係者間で共有することが重要である。  

 今般、災害発生時において、社会福祉施設等の被災状況等を迅速かつ正確に情報収集し、 

適切な支援につなげることができるよう、児童関係施設、障害児関係施設、高齢者関係施設、 

障害者関係施設及び女性支援関係施設について災害発生時における被災状況等を把握する 

システム（以下「災害時情報共有システム」という。）を構築し、令和３年度から運用が開始され、そ 

の後の運用で課題も明らかになってきたことから、下記のとおり、当該情報収集の方法等について、 

改めて整理を行うこととしたので、御了知の上、各都道府県、指定都市又は中核市におかれては、 

貴管内市区町村（指定都市及び中核市を除く。以下同じ。）、社会福祉施設等及び関係団体に十

分周知を図るとともに、本通知を参照の上、平時から、貴管内において、災害発生時における関係  

者の連携体制の構築・強化に向けた取組を推進されたい。  

 なお、本通知は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４５条の４第１項の規定に 

基づく技術的な助言に該当するものであることを申し添える。  

 本通知の発出により、旧通知は、令和３年４月１５日をもって廃止する旨を併せて申し添える。               

 

 

記  

 

１．平時における取組について   

災害発生時に、被災状況等の把握等を行うにあたっては、平時から関係者間の連携体制  

を構築・強化しておくことが重要であることから、各都道府県、指定都市及び中核市（以  

下 「都道府県等 」 という。 ） においては、以下に示す取組を推進するとともに、関係者へ 

周知すること。  

  

（１） 被災状況等の情報収集に係る取りまとめ部局の明確化    

社会福祉施設等は、様々な施設種別が存在することから、施設ごとの被災状況等が漏 
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れることなく、的確に情報収集が行われるとともに、当該情報収集の内容の標準化が図  

られていることが重要である。  

このため、都道府県等においては、それぞれの施設種別を所管する部局（以下 「施設  

所管部局」という。）間との連絡調整及び被災状況等の情報収集に係る取りまとめを行う部局（以下

「取りまとめ部局」という。）を定めておくこと。 

また、災害発生時においては、取 りまとめ部局を中心に、円滑な情報収集を行うこと 

ができるよう 、取 りまとめ部局及び施設所管部局における災害担当者 リス ト を作成 し、 

当該部局間で共有しておくなど、必要な連絡体制を整備しておくとともに、災害時情報共有システに 

登録されているメールアドレスや利用権限の情報を整理するなど、情報収集等に係る役割の明確化  

等をしておくこと。 

 

（２） 管内関係者間のネットワークの構築や役割分担について   

災害発生時には、膨大かつ被害の状況に応じた様々な業務を迅速かつ的確に行う必要  

があることから、特定の部局、機関に業務が集中しないよう、庁内関係部局のほか、庁  

外関係者間とも連携体制を構築しておくことが重要である。  

このため、都道府県の取りまとめ部局が中心となって、都道府県施設所管部局、防災  

担当部局、指定都市及び中核市、管内市区町村や社会福祉協議会、その他関係団体等とのネ 

ッ ト ワ ー ク （ 災 害 福祉支援 ネ ッ ト ワ ー ク等 ） づ く り の推 進 をする と と も に 、事 前 に災害 

発生時におけるネットワーク本部機能を務める主管部局を決め、業務内容ごとにそれぞ 

れ の 役 割 分 担 、 連 携 体 制 等 に つ い て 、 必 要 な 調 整 を 行 っ て お く こ と 。  

また、災害時情報共有システムで把握した被災状況等の詳細確認、停電等による通信  

障害などにより別紙「対象施設種別」のうち「災害時情報共有システム対象施設種別」  

（ 以 下 「 システム対象施設 」 とい う 。 ） で入力ができない場合には 、 ２ ． （ ２ ） に基 づい 

て行う代行入力について、都道府県と市区町村との役割分担についても取りまとめ部局  

を中心に整理しておくこと。  

 

（３） 災害時情報共有システムへの施設情報の登録等   

災害時情報共有システムでは、災害発生時に迅速かつ正確に被災状況等を把握するこ 

とが可能 とな り 、適切な支援につなげるこ とができる 。 このためには 、平時 においては 

以下に留意して、システム対象施設の正確な施設情報を災害時情報共有システムへ登録  

しておくとともに、定期的に施設情報の更新をしておく必要がある。  

① 施設情報の登録等について   

取りまとめ部局及び施設所管部局は、都道府県で登録する必要がある施設情報につ 

いては速やかに登録し、市区町村で登録する必要がある施設情報については、社会福  

祉施設等の施設情報が適切に登録されているかどうかの確認を行うと ともに、施設情  
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報が適切に登録されていない社会福祉施設等や施設情報が未登録の社会福祉施設等が 

所 在 す る 市 区 町 村 に 対 し 、 早 急 に 施 設 情 報 の 登 録 を 行 う よ う 促 す こ と 。   

なお、別紙 「対象施設種別 」のうち、救護施設等のその他施設については、災害時  

情報共有システムの対象となっていないため、災害発生時に、迅速かつ的確に被災状  

況等について情報収集を行い、その結果を踏まえた必要な措置を講じることができる 

よう、施設所管部局及び管内市区町村の協力を得て、別紙様式の「基本情報」欄を記  

載する こ と に よ り 、都道府県等管内の一覧表 （ 以 下 「 施 設 リ ス ト 」 と い う 。 ） を作 成 し 

ておくこと。   

 

② 施設情報の更新について   

災害時情報共有システムに登録されているシステム対象施設の施設情報は最新のも 

のとなっている必要があるため、取りまとめ部局及び施設所管部局は、常に確認を行  

う こ と 。また、施設情報に変更があった場合には、都道府県で更新する必要がある施  

設情報については速やかに更新し、市区町村で更新する必要がある施設情報について 

は、当該社会福祉施設等が所在する市区町村に対し、速やかに施設情報の更新を行う 

よう促すこと。  

救護施設等のその他施設については、毎年度当初には施設リストの基本情報を確認  

し、必要に応 じて更新を行 うこと。また、毎年度当初以降に新設された場合や基本情  

報に変更があった場合には、施設リストの更新を行うこと。  

  また、災害が発生したときに災害時情報共有システムから送られるメールについては、災害がいつ 

発生しても迅速に回答することができる者に対して送付する必要がある。このため、取りまとめ部局及  

び施設所管部局は、システム対象施設等に対し、当該施設等の管理者等施設の状況について迅  

速に報告することができる立場にある者やどの時間帯でも発災時に迅速に連絡をとることができるメ 

ールアドレスをシステムから送られるメールの送付先として登録するよう求め、毎年定期的に確認を 

行うなどして必要な更新を行うよう促すこと。 

 

（４） 災害時情報共有システムによる被災状況等の入力の周知徹底等   

災害により被害が生じた場合には、国の関係省庁、都道府県及び市町村が被災状況の全貌を可  

能な限り迅速に把握し、限られた資源と時間を被災した社会福祉施設等への支援に集中的に充  

て、被災した社会福祉施設等に対し関係機関が協力して迅速な支援を行うことが重要である。 

このため、取りまとめ部局及び施設所管部局は、平時からシステム対象施設等に対し、災害により 

被害等が生じた場合には、速やかに災害時情報共有システムにおいて被災状況の有無等を入力す 

るよう各施設等に周知徹底すること。 

また、災害時情報共有システムにおいては、別紙に掲げる「対象施設種別」に該当しない通所施

設等についても被災状況の有無等の把握が可能である。災害により被害が生じていない施設・事業
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であっても迅速に入力することが、入所系施設に限らず通所系事業所等であっても重要であることか

ら、施設・事業の種別を問わず、被害がない場合であっても速やかに入力するようシステム対象施設

等に対して徹底させること。加えて、災害発生時に被災状況の有無等の報告が迅速かつ適切に行

われるよう、災害時情報共有システムの訓練モードを積極的に活用して、例えば、毎年各自治体に

おいて定期的に施設等とともに訓練を実施するなど、操作方法の習熟に努めるよう促すこと。 

その際、各システムのホームページにおいて操作マニュアルを閲覧可能であることを周知し、平時

から操作方法へ理解に努めるよう促すこと。 

（ア）児童福祉施設等災害時情報共有システム（関係連絡版  都道府県、市区町村用） 

（イ）障害者支援施設等災害時情報共有システム（関係連絡版  都道府県、市区町村用） 

https://www.wam.go.jp/content/wamnet/pcpub/top/saigaisysshofuku/ 

（ウ）介護サービス情報公表システム（介護施設等の災害時情報  

共有システム 都道府県、市区町村用） 

https://www.kaigokensaku.mhlw.go.jp/kanri/**/index.php?action_kanri_static_help=true  

※「**」には以下 URL の都道府県番号を入力すること。 

https://www.mhlw.go.jp/topics/2007/07/dl/tp0727-1d.pdf 

 

２．災害発生時における対応について   

実際の災害発生時には、その災害の規模や特性等に応じて、臨機応変に被災状況等の把  

握や情報の提供等を行うことが重要であることから、都道府県等においては、管内市区町  

村、社会福祉施設等及び関係団体等とも十分連携の上、以下の対応を柔軟に行うこと。  

 

（１） あらかじめ発生又は発生するおそれが予想できる災害への対応    

気象庁等からの気象の見通しの発表や内閣府政策統括官（防災担当）等からの早急な 

避難対応の連絡があることも踏まえ、都道府県等の取りまとめ部局及び施設所管部局は、 

こども家庭庁及び厚生労働省からの依頼に基づき、社会福祉施設等に対して、停電等へ備えて、 

非常用自家発電設備が正常に動作するか点検・確認をしておくとともに、食料や飲料水等  

の必要物資の確保、燃料の補充や補給手段の確保、早期避難の検討など事前の備えに関  

する注意喚起を行うこと。  

また、上記依頼がない場合でも、台風等のあらかじめ発生が予想できる災害について 

は、取 りまとめ部局が中心となって、災害時情報共有システムや施設 リス ト において社  

会福祉施設等の所在地が洪水浸水想定区域や土砂災害（特別）警戒区域等に該当してい 

るかどうかを確認することにより、災害による被害が発生又は発生する蓋然性が高い社  

会福祉施設等に対して、早期避難等の必要な要請を行うこと。  

 

 



37 

 

（２）  災害時情報共有システムによる被災状況等の把握等とこども家庭庁及び厚生労働省へ 

の報告   

① 被災状況等の把握と入力について   

地震などの災害発生時には、こども家庭庁、厚生労働省及び都道府県等は災害時情 

報共有システムにより社会福祉施設等の被災状況等を把握することになるため、都道  

府県等は、被害がない場合も含めて災害時情報共有システムへの被災状況等の入力が 

適切に行われているか個別に施設へ確認し、入力が行われていない施設に対しては速  

やかな入力を依頼すること。停電等による通信障害などにより社会福祉施設等におい 

て災害時情報共有システムへの入力が行えない場合には、事前に整理した役割分担に 

基づき、都道府県等又は市区町村において当該社会福祉施設等の被災状況等を把握し、 

災害時情報共有システムへの代行入力を行うこと。  

また、新規に事業を開始して間もない場合など、災害発生時点で災害時情報共有シ 

ステムに施設情報が登録されていない社会福祉施設等については、別紙様式を用いて 

被災状況等を把握すること。  

な お 、 救 護 施 設 等 の そ の 他 施 設 に つ い て は 、 施 設 リ ス ト に 基 づ き 、 １ （ ２ ） に よ り 

あ ら か じ め 定 め た災 害 発 生 時 に お け る 役 割 分 担 に基 づい て情 報 収 集 を行 う こ と 。  

  このほか、報告した状況から進展があった場合における入力情報の更新や被害がない場合の報

告についても徹底すること。 

 

②  救護施設等のその他施設、災害時情報共有システムが稼働しない場合の被災状況等  

に関するこども家庭庁及び厚生労働省への報告  

救護施設等のその他施設、災害発生時点で災害時情報共有システムに施設情報が登  

録 されていないシステム対象施設については 、取 り ま と め部局から 、原則 と して １ 日  

に１回 、把握した被災状況等について、別紙様式に集約した上で、別紙 「対象施設種  

別」の児童関係施設、障害児関係施設はこども家庭庁成育局参事官（事業調整担当） 

付施設調整等業務担当室あてに、高齢者関係施設、障害者関係施設、女性支援関係施 

設及びその他の施設は厚生労働省社会・援護局福祉基盤課あてにメールにより情報提  

供を行 うこ と 。指定都市 、中核市の取 りま とめ部局にあっては、 こ ども家庭庁成育局  

参事官（事業調整担当）付施設調整等業務担当室及び厚生労働省社会・援護局福祉基  

盤課への情報提供と併せて、都道府県へも同様の情報提供を行うこと。  

また、停電等による通信障害が生じているなど、災害時情報共有システムによる被災状況等の把

握が困難な場合、こども家庭庁及び厚生労働省から情報提供を依頼することもあり、その際には、取

りまとめ部局が、別紙「対象施設種別」に該当する社会福祉施設等の被災状況等を取りまとめ、こど

も家庭庁成育局参事官（事業調整担当）付施設調整等業務担当室及び厚生労働省社会・援護

局福祉基盤課あてメールにより速やかに情報提供を行うこと。  
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（３） 支援が必要な場合のこども家庭庁及び厚生労働省への情報提供等   

①  停電や断水が発生している場合、非常用自家発電設備等の燃料に不足が生じている 

場合の情報提供について  

取りまとめ部局及び施設所管部局は、災害時情報共有システムや別紙様式などによ 

り、停電が発生している社会福祉施設等の非常用自家発電設備の有無を確認するとと 

もに、電源車の支援を要請している社会福祉施設等を把握し、都道府県等の防災担当  

部局等 と情報を共有 し 、電源車による支援の調整を行 うこ と 。なお 、 こ ども家庭庁及  

び厚生労働省から経済産業省に対して、電源車の支援を要請することも可能であるた 

め、都道府県等の内部での調整が困難な場合、取りまとめ部局から別紙「対象施設種  

別」の児童関係施設、障害児関係施設はこども家庭庁成育局参事官（事業調整担当） 

付施設調整等業務担当室あてに、高齢者関係施設、障害者関係施設、女性支援関係施 

設及びその他の施設は厚生労働省社会・援護局福祉基盤課あてに支援希望のある施設 

の施設名、住所、担当者及び連絡先について情報提供を行うこと。  

また、断水が発生している社会福祉施設等の飲料水や生活用水等の状況を確認する 

と と もに 、給水車の支援を要請している別紙 「対象施設種別 」 を把握 し、都道府県等  

の防災担当部局等や管内市区町村と情報を共有し、給水車による支援の調整を行うこと。  

さらに、非常用自家発電設備等に使用する燃料の状況についても確認し、十分な燃  

料が確保できておらず、通常の取引先からの調達が困難であり、都道府県内での燃料  

供給の調整も困難な場合には 、都道府県災害対策本部を通じて石油連盟が運用し 

ている災害時情報収集システムから要請するほか、こども家庭庁、厚生労働省から資源エネルギー

庁に対して支援を要請することも可能であるため、取りまとめ部局から別紙「対象施設種別」  

の児童関係施設、障害児関係施設はこども家庭庁成育局参事官（事業調整担当）付施  

設調整等業務担当室あてに、高齢者関係施設、障害者関係施設、婦人保護関係施設及  

びその他の施設は厚生労働省社会・援護局福祉基盤課あてに支援希望のある施設の施  

設名、住所、担当者及び連絡先について情報提供を行うこと。   

なお、救護施設等のその他施設や災害発生時点で災害時情報共有システムに施設情  

報が登録されていない社会福祉施設等については、施設所管部局から施設管理者へ連  

絡するなどの方法により情報収集し、電源車や給水車の支援の必要性を把握するとと 

もに、別紙 「対象施設種別」の児童関係施設、障害児関係施設はこども家庭庁成育局  

参事官（事業調整担当）付施設調整等業務担当室あてに、高齢者関係施設、障害者関  

係施設、女性支援関係施設及びその他の施設は厚生労働省社会・援護局福祉基盤課あ 

てに別紙様式により情報提供を行うこと。  

 

② 物資や人的支援等の状況に関する情報提供について   

災害時情報共有システムでは、食料や飲料水のほか、薬 、マスク、消毒液 といった 
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物資の支援の必要性も把握することが可能 となっている。また、ガスの供給状況や冷  

暖房の状況、介護職員や看護師等の人的支援の必要性についても把握することが可能 

である。取 りまとめ部局及び施設所管部局は、災害時情報共有システムによ り 、これ 

らの状況についても把握し、都道府県等の防災担当部局等と情報を共有し、必要な支  

援を行うこと。   

なお、救護施設等のその他施設や災害発生時点で災害時情報共有システムに施設情  

報が登録されていない社会福祉施設等については、施設所管部局から施設管理者へ連  

絡するなどの方法により情報収集し、別紙 「対象施設種別 」の児童関係施設、障害児  

関係施設はこども家庭庁成育局参事官（事業調整担当）付施設調整等業務担当室あて 

に、高齢者関係施設、障害者関係施設、女性支援関係施設及びその他の施設は厚生労 

働 省 社 会 ・ 援 護 局 福 祉 基 盤 課 あ て に 別 紙 様 式 に よ り 情 報 提 供 を 行 う こ と 。  

 

③  被災状況等に応じたさらなる対応の依頼について   

こども家庭庁及び厚生労働省の施設所管部局より、都道府県等に対して、災害が発  

生した時間帯や災害規模、被害状況、避難者の動向や災害時情報共有システムで把握  

した被災状況等などを踏まえ、被災した社会福祉施設等の被災状況等の詳細把握など、 

さらなる対応について協力を依頼することがある。  

 

３．その他   

食料及び飲料水等の備蓄について   

都道府県等及び市区町村は、社会福祉施設等に対し、災害の発生により、電気、ガス、 

上下水道や通信などのライフラインの途絶、物流ネット ワーク断絶による物資供給に支  

障が生じた場合に備え、入所者及び施設職員の最低でも３日間の生活に必要な食料及び 

飲料水、生活必需品並びに燃料等の備蓄に努めるよう要請を行うこと。また、併せて都  

道府県等及び市区町村においても、災害時に社会福祉施設等に対し必要物資を供給する 

こ と が で き る 体 制 の 構 築 に つ い て 、 民 間 事 業 者 を 交 え て 検 討 す る こ と 。  

ただし、運営基準等や都道府県等又は市区町村が定める条例その他の規則において、別の定め

がある場合は、この限りではない。  
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（別紙）   

「対象施設種別」 

 

「災害時情報共有システム対象施設種別」  

１ 児童関係施設（こども家庭庁へ情報提供）  

（１）助産施設  

（２）乳児院  

（３）母子生活支援施設  

（４）児童養護施設  

（５）児童心理治療施設  

（６）児童自立支援施設  

（７）児童自立生活援助事業所  

（８）小規模住居型児童養育事業所（児童自立生活援助事業所Ⅲ型を除く。） 

（９）児童相談所一時保護施設  

（10）児童厚生施設 

（1１）保育所・認定こども園等（保育所、幼保連携型認定こども園、保育所型認定こども園、 

幼稚園型認定こども園及び地方裁量型認定こども園並びに児童福祉法 34 条の 15 第１項 

又は第２項に基づく小規模保育事業所、家庭的保育事業所及び事業所内保育事業所）   

（1２）放課後児童クラブ  

（13）地域子育て支援拠点  

（14）子育て短期支援事業を行う施設  

（15）一時預かり事業所  

（16）病児保育事業所  

（17）産後ケア事業を行う施設  

（18）児童育成支援拠点事業所 

（19）里親支援センター 

（20）社会的養護自立支援拠点事業所 

（21）妊産婦等生活援助事業所 

 

２ 障害児関係施設（こども家庭庁へ情報提供）  

（１）児童発達支援  

（２）放課後等デイサービス  

（３）福祉型障害児入所施設  

（４）医療型障害児入所施設  

（５）障害児相談支援  
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３ 高齢者関係施設（厚生労働省へ情報提供）  

（１）老人短期入所施設  

（２）養護老人ホーム  

（３）特別養護老人ホーム  

（４）軽費老人ホーム  

（５）認知症高齢者グループホーム  

（６）生活支援ハウス  

（７）介護老人保健施設  

（８）介護医療院  

（９）小規模多機能型居宅介護事業所  

（10）看護小規模多機能型居宅介護看護事業所  

（11）有料老人ホーム  

（12）サービス付高齢者向け住宅  

 

４ 障害者関係施設（厚生労働省へ情報提供）  

（１）障害者支援施設  

（２）共同生活援助  

（３）短期入所  

（４）療養介護  

 

５女性支援関係施設（厚生労働省へ情報提供）  

（１）女性自立支援施設   

（２）女性相談支援センター一時保護所  

（注）児童福祉施設等災害時情報共有システムで報告  

 

「災害時情報共有システム対象外施設種別」  

６ その他施設（厚生労働省へ情報提供）  

（１）救護施設  

（２）更生施設  

（３）宿所提供施設 
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